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カスタマーハラスメントに対する基本方針 

 

当協会は、会員の皆様をはじめ関係者の皆様との温かい信頼関係のもと、公益目的事業の推

進と質の高いサービスの提供に努めております。 

 

協会の事業活動を支える職員が安心して心身ともに健康に働くことができる環境は、安定

した法人運営、そして会員の皆様への円滑な支援やサービス提供を維持するために欠かせ

ない基盤であると考えております。 

皆様とより良い関係を築き、安心してご利用いただける環境を守るため、本方針を定めてお

ります。 

 

1. カスタマーハラスメントの考え方 

当協会では、会員様や利用者様等からの言動のうち、社会通念上相当な範囲を超え、職員の

就業環境や心身の安全が害されるような行為をカスタマーハラスメントと捉えております。 

 

【具体的な行為の例】 

・暴力、暴言、威嚇や脅迫、誹謗中傷、差別的な発言 

・土下座の要求、長時間の拘束、過度・不当な要求 

・協会や職員の信用を傷つける SNS等への投稿、個人情報の無断掲載 

・セクシャルハラスメントやつきまとい等の迷惑行為 

 

2. 当協会の対応について 

職員の保護と環境づくり 

万一ハラスメントが発生した場合は職員の安全とケアを最優先とし、相談窓口の運用や専

門家との連携等を通じて、安心して働ける環境づくりを行います。 

 

3．対外的な対応姿勢 

お困りごとやご意見には真摯かつ丁寧な話し合いを通じて対応いたします。しかしながら、

上記のような行為により適切なコミュニケーションが困難と判断される場合には、やむを

得ず対応を中止し、事業やサービスのご提供をお断りすることがございます。なお、著しく

悪質な事案につきましては、警察や外部の専門家（弁護士等）と相談の上、適切に対処いた

します。 


